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米国の個人消費の構造変化
2020年5月7日

図2：米国個人のサービス消費支出
期間：1985年1-3月期～2020年1-3月期、四半期

ポイント① 消費を見直す契機

新型コロナウイルスの感染拡大に対して、各国で人
々の行動を制限する措置が行なわれていることにより
個人消費が大きく減退しています。

ただ、制限措置が長期化すると、人々はそれに慣
れてきます。さらに、ウイルスの根絶は容易でないでし
ょうし、将来、新たな感染症の流行の可能性も否定
できません。制限措置が解除されても、感染症を避
ける形に消費パターンが変わるでしょう。新型コロナウ
イルスは、消費を⾒直す契機になりそうです。

ポイント② 増えるもの減るもの

消費構造が変われば、支出が増えるものも減るも
のも出てきます。それを判断するには、現在の制限措
置のもとでの消費パターンの変化が参考になります。
一時的変化もありますが、上に述べたように感染症
を避ける形に消費パターンが変わるとすれば、足元の
動きは構造的変化の方向を⽰すと考えられます。

米国で制限措置が強くなったのは3月に入ってから
ですが、図1､2を⾒ると、2020年1-3月期のパター
ンに既に影響が現れています。家で過ごす人が増え、
食品 ・飲料品への支出や住宅・光熱費が相対的に
増えています。一方、外出が減り、⾃動車やその部
品、衣料・履物の購入や、交通・レクリエーション・外
食・宿泊への支出が減っています。

ポイント③ 世界経済の構造変化を迫る

米国の個人消費の構造が変われば、米国のみな
らず、米国に財やサービスを供給する国々にも影響
します。さらに、新型コロナウイルスの感染が世界的に
広がっていることから、米国と同様の変化は、大なり
小なり世界中で生じるでしょう。世界経済は大きな
構造変化を迫られるつつあるようです。
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(出所) 米商務省経済分析局データより野村アセットマネジメント作成

図1：米国個人の財消費支出
期間：1985年1-3月期～2020年1-3月期、四半期

(出所) 米商務省経済分析局データより野村アセットマネジメント作成
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